様式1-1（法人用）

令和　年　月　日

中部環境局長 殿

所　 在 　地
商号又は名称
代表者役職・氏名
（押印不要）


伊勢志摩国立公園横山集団施設地区における持続可能な利用環境の
保守管理運営業務の応募に係る資格要件書類の提出について


標記の件について、次のとおり提出します。

１ 会社概要
２ 定款又はそれに代わるもの
３ 法人登記簿謄本（全部事項証明書）
４ 暴力団排除に関する誓約書
５ 役員名簿
６ 直近3事業年度分の財務諸表の写し（貸借対照表、損益計算書、附属明細書、株主資本等変動計算書）
７ 直近１年分の納税証明書の写し（法人税、消費税及び地方消費税）
８ 施設責任者が、60分以内に対応できることを確約する文書又は証明する文書（様式任意）のいずれか


(担当者)
所属部署：
氏　  名：
TEL/FAX：
E-mail：






様式1-2（共同事業体用）

令和　年　月　日

中部環境局長 殿

所　 在 　地
商号又は名称
代表者役職・氏名
（押印不要）


伊勢志摩国立公園横山集団施設地区における持続可能な利用環境の
保守管理運営業務の応募に係る資格要件書類の提出について


標記の件について、次のとおり提出します。

１ 共同事業体結成届
２ 共同事業体協定書
３ 代表法人への委任状
４ 構成員ごとの資格関係書類
５ 各構成員の暴力団排除に関する誓約書
６ 役員名簿
７ 各構成員の直近3事業年度分の財務諸表の写し（貸借対照表、損益計算書、附属明細書、株主資本等変動計算書）
８ 各構成員の直近１年分の納税証明書の写し（法人税、消費税及び地方消費税）
９ 施設責任者が60分以内に対応できることを確約する文書又は証明する文書（様式任意）のいずれか


(担当者)
所属部署：
氏　  名：
TEL/FAX：
E-mail：





様式２

会社概要
	商号又は名称
	

	本社所在地
	

	設立年月日
	

	会社の沿革
	

	資本金
	

	役員構成
	

	従業員数
	・正規社員　　　　　　名
・その他社員　　　　　名

	直近の確定事業年度の
売上実績（年商）
	

	上場の有無
	



※必要に応じて会社案内などの資料を添付
様式3

令和　年　月　日

中部環境局長 殿

所　 在 　地
商号又は名称
代表者役職・氏名
（押印不要）


伊勢志摩国立公園横山集団施設地区における持続可能な利用環境の
保守管理運営業務の応募に係る企画提案書の提出について


標記の件について、次のとおり提出します。

１ 企画提案書


　








(担当者)
所属部署：
氏　  名：
TEL/FAX：
E-mail：







様式４
誓約書

□ 当法人（当団体）
□ 当共同事業体
は、下記１に該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。また、貸付け（使用許可）を受けた国有財産の使用に当たっては、下記２に掲げる使用等を行わないとともに、暴力団員等による不当介入を受けた場合には、下記３の措置を行うことを誓約します。
また、当方が下記１に該当しないことを確認するため、当方の個人情報について、国が警察当局へ情報提供することに同意します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記
１　契約の相手方として不適当な者
(1) 法人等（法人又は団体をいう。）の役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。
(2) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。
(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。
(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
なお、役員等に変更があった場合は、速やかに別紙様式５により変更後の役員名簿を提出します。
２　公序良俗に反する使用等
暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等であることが指定されている者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、これらの用に供されることを知りながら、貸付物件（使用許可物件）を第三者に転貸し又は賃借権を譲渡すること。
３　警察への通報等
(1) 貸付物件（使用許可物件）を使用するに当たって、暴力団又は暴力団員、社会運動標ぼうゴロ（※１）、政治活動標ぼうゴロ（※２）、その他暴力団関係者から、不当要求又は業務妨害を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、速やかに警察に通報し、捜査上必要な協力を行うこと。
(2) (1)による警察への通報及び捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容を記載した書面により、許可者に報告すること。
※１ 社会運動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者
※２ 政治活動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者
以上

中部環境局長 殿

令和　　年　　月　　日
住所又は所在地
社名・代表者役職・代表者氏名

様式5
令和　年　月　日

	役　　員　　名　　簿

	商号又は名称
	

	所　在　地
	

	役　職　名
	（フリガナ）
	生年月日
	性別
	住　所

	
	氏　　　名
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※必要事項を必ず記入願います。
様式6（共同事業体で応募する場合のみ提出） 

                                        令和　　年　　月　　日

中部環境局長　殿

                    　　　　　共同事業体　代表法人
                    　　　　　所在地
                    　　　　　商号又は名称
                    　　　　　代表者役職・氏名  　　　　　                  ㊞


共同事業体結成届


 伊勢志摩国立公園横山集団施設地区における持続可能な利用環境の保守管理運営業務の公募に応募するため、下記のとおり共同事業体を結成したので届け出ます。なお、全構成員が本業務に対し連帯して責任を負うことを誓約します。

記
1. 共同事業体の概要
	項目
	内容

	共同事業体の名称
	　　　　　　　　　　　　　　共同事業体

	代表法人の商号
	

	構成員数
	　　　　社

	結成年月日
	令和　　年　　月　　日



2. 構成員一覧
	区分
	商号又は名称
	所在地
	代表者役職・氏名
	出資割合(％)

	代表法人
	
	
	
	

	構成員2
	
	
	
	

	構成員3
	
	
	
	

	構成員4
	
	
	
	

	合計
	―
	―
	―
	100


· 出資割合の合計は必ず100％となるようにしてください。
· 構成員が5社以上の場合は行を追加してください。

3. 業務分担
	区分
	商号又は名称
	主な業務分担
	必要な許認可（保有／契約）

	代表法人
	
	
	

	構成員2
	
	
	

	構成員3
	
	
	

	構成員4
	
	
	


· 業務分担は様式7「共同事業体協定書」第7条及び企画書「実施体制」と一致させてください。
· 本業務に必要な許認可（自然公園法、国有財産法、道路運送法上の許認可、警備業認定等）を、いずれの構成員が確保するかを明記してください。






様式7（共同事業体で応募する場合のみ提出）

伊勢志摩国立公園横山集団施設地区における持続可能な利用環境の保守管理運営業務
共同事業体協定書

（目的）
第1条 〔構成員名を列記〕（以下「構成員」という。）は、伊勢志摩国立公園横山集団施設地区における持続可能な利用環境の保守管理運営業務（以下「本業務」という。）の公募への応募、契約の締結及び本業務の履行を共同して行うため、共同事業体（以下「本組織」という。）を結成する。

（名称）
第2条 本組織は、〔　　　　　　〕共同事業体と称する。

（事務所の所在地）
第3条 本組織の事務所は、代表法人の所在地に置く。

（成立の時期及び解散）
第4条 本組織は、本協定の締結により成立し、次のいずれかの時に解散する。
  一 本業務に応募せず、又は選定されなかったとき
  二 本業務の契約が締結されないことが確定したとき
  三 本業務の契約に基づく債務の履行及び契約終了後の義務（引継ぎ、
     原状回復、精算、契約不適合責任等）を完了したとき
 2 前項の規定にかかわらず、本組織は、契約終了後も第9条（連帯責任）
   及び関係法令に基づく責任が存続する間は、当該責任の範囲で存続する。

（代表法人）
第5条 構成員は、〔　　　　　〕を代表法人とする。
 2 代表法人は、中部環境局及び関係機関に対し、本組織を代表して次の権限を有する。
  一 応募手続、質問、契約交渉及び契約の締結に関すること
  二 利用料金、使用料、収支及び請求・受領に関すること
  三 本業務の遂行、報告、協議及び通知の授受に関すること
 3 各構成員は、代表法人に対し前項の権限を委任し、その旨の委任状（様式８）を提出する。

（構成員の出資割合）
第6条 構成員の出資割合は、次のとおりとする。
   〔代表法人 　％／構成員 　％〕
 2 損益の分配は、原則として出資割合による。ただし、業務分担の実態に応じて構成員間で別途定めることを妨げない。

（業務の分担）
第7条 各構成員の業務分担は、企画提案書に記載のとおりとする。
 2 業務分担の変更は、あらかじめ中部環境局の承認を得た場合に限る。

（構成員の責任及び運営委員会）
第8条 構成員は、本組織の運営及び本業務の履行に必要な事項を協議するため、全構成員をもって運営委員会を設置する。
 2 重要事項は運営委員会の決定によるものとし、その決定は各構成員を拘束する。

（連帯責任）
第9条 各構成員は、本業務に関し中部環境局に対して負う一切の債務及び責任について、連帯して責任を負う。
 2 前項の責任には、利用料金・使用料に係る精算、事故・損害の賠償、個人情報・情報セキュリティに係る責任、原状回復義務及び契約不適合責任を含む。

（構成員の変更・脱退の制限）
第10条 構成員は、契約の履行完了までの間、脱退することができない。
 2 前項にかかわらず、構成員に破産、解散その他やむを得ない事由が生じ、かつ中部環境局の承認を得た場合は、この限りでない。
 3 構成員が脱退した場合、残存構成員が共同して本業務を継続する。継続が不可能なときの取扱いは、中部環境局と協議する。

（構成員の除名）
第11条 本組織は、正当な理由なく義務を履行しない構成員があるときは、他の全構成員の同意及び中部環境局の承認を得て、これを除名することができる。

（取引金融機関及び経理）
第12条 本組織は、本業務に係る収支を他の事業と区分して経理する。
 2 管理事業と自主事業（収益事業）は区分経理する。
 3 本組織は、取引金融機関を代表法人の指定する金融機関とし、
   帳簿・証拠書類を整備・保存する。

（許認可）
第13条 本組織は、本業務に必要な許認可（自然公園法、国有財産法、道路運送法上の許認可等）を、構成員のいずれかが保有し、又は適法な保有者と契約することにより確保する。

（秘密保持・個人情報）
第14条 構成員は、本業務に関して知り得た秘密及び個人情報を、本業務の目的以外に使用し、又は第三者に漏らしてはならない。この義務は本組織の解散後も存続する。

（協定の変更）
第15条 本協定の変更は、全構成員の書面による合意及び中部環境局の承認を要する。

（協定に定めのない事項）
第16条 本協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項は、関係法令及び契約書によるほか、構成員が誠意をもって協議して定める。

 本協定の成立を証するため、本書を構成員の数と同数作成し、各構成員が記名押印のうえ各自1通を保有し、その写し1通を中部環境局に提出する。

                                          令和　　年　　月　　日

  代表法人  所在地
            商号又は名称
            代表者役職・氏名　　　　　　　　　　㊞

  構成員    所在地
            商号又は名称
            代表者役職・氏名　　　　　　　　　　㊞

  構成員    所在地
            商号又は名称
            代表者役職・氏名　　　　　　　　　　㊞



様式8（共同事業体で応募する場合のみ提出、構成員ごとに作成・提出）

                                              令和　　年　　月　　日

中部環境局長　殿

委任状


 当社は、伊勢志摩国立公園横山集団施設地区における持続可能な利用環境の保守管理運営業務に係る共同事業体の構成員として、下記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

記

 1. 代理人（代表法人）
    所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
    商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
    代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　

 2. 委任する権限
  （1）本業務への応募手続に関する一切の権限
  （2）質問書の提出及び回答の受領に関する権限
  （3）契約交渉及び契約の締結に関する権限
  （4）利用料金、国有財産使用料、収支及び請求・受領に関する権限
  （5）本業務の遂行、報告、協議、通知の授受その他本業務に付随する一切の権限

 3. 委任期間
    本委任状作成日から、本業務に係る業務委託契約に基づく債務の履行及び契約書に記載の義務が完了する日まで

以上

                          委任者（構成員）
                          所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                          商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
                          代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　㊞

